
横浜市会議員
市政に新風を

ふしみ

月一会月一会伏見ゆきえ伏見ゆきえ
つきいちかい

[vol:8]

市政
報告

９月１日は防災の日。

毎月24日発行

基地対策特別委員会にて旧深谷通信所、旧上瀬谷通信施設と視察をしてきました。
時間が止まっているようです、ここをしっかりと進めて行かなければなりません。
旧深谷通信所は平成27年度に実施した土壌汚染調査で確認された基準不適合及び汚染の可能性のある区画に
ついて、汚染範囲の特定及び汚染の有無の判定のための詳細調査を行い、地表面から深度方面への分析は9月
下旬から11月上旬に行う予定です。旧上瀬谷通信施設は、10月頃から民有地で土壌の汚染の有無を確認してい
くほか、6月から地権者の方との個別面談を行う中で、本市の考え方や進め方を 説明し皆様のご意見や考え方を
伺っています。地域の皆様のご理解とご協力を頂きながら、丁寧に進めていただきたいです。

１９２３年（大正12年）９月１日は、関東大震災が起こった日です。今年８月22日には11年ぶりに台風が関東地方に
上陸し、交通機関などが影響を受けました。戸塚区は河川も多く台風が来たり大雨が降ると氾濫する危険性も大き
くなります。また、土砂災害警戒情報による避難勧告が出る地域が２か所あります。地域を回らせていただいたとこ
ろ避難の方法にも課題が残りました。

子育て支援を、必要な人に 先月結婚をして県外から横浜市に移って来られ出産をされたあるお母さんから、
「知り合いも少ないし、施設などの利用も今ひとつ分からない」と相談されました。横浜市の子育て支援拠点は各区
にあり、平成27 年度、18区の地域子育て支援拠点に専任スタッフ（横浜子育てパートナー）を配置し、子育てに関
する制度や施設等の円滑利用を支援する事業を開始しました。このように横浜市も様々な支援に取り組んでおり、
ネットでも検索できるのですが、まだまだ分かりづらいのでしょうか？また、区役所でも、母子手帳をお渡しする時や
赤ちゃん訪問、乳幼児健診の時などに情報発信もしているようですが、その時だけになってしまうのか？自分が必要
としているものがどういった支援に当てはまるのかなど、子育て世代の方にとってはとても関心の高い内容です。
いろいろな地域の産科や助産院に通院されている方がいると思いますし、区役所に行きにくい方にも発信していく
等の課題があるようです。戸塚区役所では、子育てに関する疑問の解決方法から、知っておきたいことなど、戸塚で
の子育てに必要な情報をまとめた冊子「まっぴぃ」を作成し、現在区役所等で配布中です。今後は、情報発信のあり
方を効率的に見直し、子育て支援拠点そのものを知ってもらうことが大事だと思います。
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チームゆきえ絶賛募集中‼

ゆきえのゆくえ とつかのやさい

市政報告の駅頭配布、ポスティング、事務作業など、
伏見ゆきえを支えてくれる方を絶賛募集中です

水上交通等の取り組み推進について

支援者さんから収穫したばかりの浜なしをいた
だきました。嬉しくって美味しくって広報誌に載
せずにいられませんでした！

今の時期はグランドゴルフや地域防災拠点訓練
など様々な行事が行われています。私も、地域を
回らせていただき皆様の声をお聞きしています。
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伏見ゆきえを支えてくれる方を絶賛募集中です

市政報告の駅頭配布、ポスティング、事務作業など、
伏見ゆきえを支えてくれる方を絶賛募集中です

広域連携による水上交通ネットワークの拡大
平成２７年９月から、国土交通省や東京都の関係区、運航会社等からなる「秋葉原・天王洲・羽田空港舟運プロジェクト
準備会」により、東京都心と羽田空港を結ぶ水上交通の社会実験が、数次にわたり実施されています。平成２８年６月
の第３次実験においては、横浜と羽田・水道橋／天王洲を結ぶ航路でも実験運航が行われました。今後、本市における
水上交通との連携検討や需要喚起に向けた取組への協力などを実施し、水上交通の広域ネットワーク化を推進します。

民間事業への波及
社会実験等の波及効果もあり、民間事業者の積極的な取組が進んでいます。平成26 年から、羽田と横浜を結ぶ定期
便が毎週日曜日に運行しているほか、工場夜景や歴史的建造物など横浜の魅力を生かしたクルーズも多数実施され
ています。また、本年は内港地区や接続する河川等での運行に適した取り回ししやすいクルーズ船の新造が相次ぐと
ともに、8 月には鶴見区生麦のキリンビール横浜工場に、海上から見学施設等に訪れることができる桟橋が新設され
ました。このように、民間の事業者による船や拠点の整備、新たな航路の事業化が進むことにより、内港地区を中心と
した水上交通の一層の活性化が図られるよう、支援・誘導をしていきます。


